
監査結果公表第６－10号 

 

 

包括外部監査の結果に基づき講じた措置の内容の公表について 

 

 

 市長から、包括外部監査の結果に基づき講じた措置の内容について、地方自治法第

252条の38第６項の規定により通知があったので、同項の規定により当該措置の内容を

次のとおり公表します。 

 

 

  令和７年２月26日 

 

                    八尾市監査委員  浅 川 昌 孝   

                       同     木 虎 孝 之   

                       同     前 園 正 昭   

                       同     鑄 方 淳 治   

 

 

記 

 

１ 措置の内容の通知 

   令和７年２月25日付け八政行第412号 

 

２ 問合せ先 

   八尾市本町一丁目１番１号 

    八尾市監査事務局 

     電話番号 072－924－3896（直通） 

 

３ その他 

   措置の内容については、市役所本館３階の情報公開室及び八尾市ホームページ

でも閲覧できます。 

 



 

    八政行第 412 号 

 令和７年２月 25日 

 八尾市監査委員  浅 川  昌 孝 様 

 八尾市監査委員  木 虎  孝 之 様 

 八尾市監査委員  前 園   正 昭  様 

 八尾市監査委員  鑄 方  淳 治 様 

 

八尾市長 山本 桂右 

 

 

包括外部監査の結果に基づき講じた措置等について（通知） 

 

 

地方自治法第 252 条の 38 第６項の規定に基づき、下記の事項に関し、本年１月 20

日までに講じた措置等について、別紙のとおり通知します。 

 

記 

 

○平成 19年度包括外部監査について 

人件費にかかる財務事務について 

○平成 26年度包括外部監査について 

生活保護事業に関する事務の執行について 

○平成 27年度包括外部監査について 

市単費事業に関する事務の執行について 

○平成 28年度包括外部監査について 

外郭団体の財務に関する事務の執行及び当該外郭団体の出納その他の事務の執

行について 

○平成 29年度包括外部監査について 

税務事務の執行について 

○平成 30年度包括外部監査について 

補助金・負担金等に係る事務の執行について 

○令和元年度包括外部監査について 

高齢者福祉に関する事務の執行について 

○令和２年度包括外部監査について 

   公の施設のうち指定管理者が管理運営を行うものに関する事務の執行について 

 



 

○令和３年度包括外部監査について 

   委託契約に関する事務の執行について 

○令和４年度包括外部監査について 

   財産の管理及び運用に係る事務の執行について 

○令和５年度包括外部監査について 

   産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について 

 

 

※なお、平成 14年度包括外部監査「出資法人（４法人）の財務事務及び八尾市の４出資法人に

対する出資金、委託料及び財政援助に関する財務事務について」、平成 15年度「補助金の財

務事務の執行について」、平成 16年度「八尾市公共下水道事業及びその他の下水処理に関連

する事業について」、平成 17年度「「公の施設」の管理運営について」、平成 18年度「八尾市

立病院事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について」、平成 20 年度「国

民健康保険事業及び介護保険事業について」、平成 21 年度「委託契約及び工事請負契約の事

務の執行について」、平成 22年度「歳入の執行事務について」、平成 23年度「教育行政にお

ける取組み等について」、平成 24年度「水道事業の財務に関する事務及び経営に関する事業

の管理について」及び平成 25年度「公共資産（インフラ資産）の整備及び管理に係る財務に

関する事務の執行及び事業の管理について」は、全ての結果・意見に対して対応済みとなっ

ております。 
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１．令和７年１月 20 日までに改善措置等を講じた事項 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について（９件） 

 

【平成 29年度】税務事務の執行について 

（３）固定資産税・都市計画税 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 資産税課 公衆浴場に係

る固定資産税

の減免について 

市は平成 10年に減免規定を改定したが、以降、現

在まで見直しは行われていない。しかしながら、例え

ば、大阪市においては、市税の減免措置全般につい

て、①減免措置という財政支援の効果について検証さ

れたことがない、②予算に組み込まれない減免措置

は透明性が低い、といった指摘を背景に見直しを行

い、その中で公衆浴場減免については、減免率を引

き下げたうえで継続としつつ、一定期間経過ごとに減

免の要否を検討することとされている。また、大阪市

以外にも同様の見直しを検討している自治体がある。 

こうした他の自治体の事例に照らせば、市において

も公衆浴場減免のあり方を検討することの意義はあ

ると考えられ、減免規定を見直す必要性について、改

めて検討されたい。 

固定資産税の減免については、必要に応じて

不定期に検討、見直しを行い、改定が必要と判断

したものについては、随時改定を行ってまいりまし

たが、公衆浴場減免については、今後の社会情

勢の変化等を注視し、また、他市の検討状況の情

報を収集し、必要性、減免割合等について、引き

続き、検討してまいります。 

公衆浴場減免について、改めて他市の状況や

社会情勢を勘案した上で見直しの必要性を検討

し、引き続き、現行の減免率により減免を行うこと

としました。 

今後も社会情勢の変化や他市の状況を注視し

つつ、一定期間ごとに調査、検討を行ってまいりま

す。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市として

の判断により、対応方針を確定） 

 

【令和２年度】公の施設のうち指定管理者が管理運営を行うものに関する事務の執行について 

（個別事項） 

（10）八尾市立埋蔵文化財調査センター 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

2 観光・文化財課 収集保管されて

いる文化財の

保存のあり方に

ついて 

文化財の保管にあたり、地震発生時を想定した保

管方法を検討されたい。また、出土物の保管に関する

長期的な保存の方針が確立されていないという問題

点を解決されたい。なお、保管場所の不足問題は、指

定管理者のみでは解決困難であり、市として、保管方

法の改善も含め、短期的な解決が難しいとはいえ、保

管に関する方針を確立していく必要がある。 

出土品の保管について、転落防止等の措置を

講じており、長期的な出土品の保管についての方

針は引き続き検討を進めています。 

出土品の保管について、転落防止等の措置を

行うとともに、長期的な出土品の保管について、

保管場所の不足に対応するため、適正かつ体系

的に管理する方針を策定しました。 

（措置済み） 

（17）八尾市営住宅 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

3 住宅管理課 指定管理者の

創意工夫の余

地をより広く認

める仕様の設

指定管理者の創意工夫に委ねるべき部分につい

て、市が過度に介入すべきではない。仕様を定めるに

あたっては、指定管理者の創意工夫の余地を過度に

制限している部分がないかという観点から、改めて仕

指定管理者の創意工夫の余地を過度に制限し

ている部分について、次回募集の仕様内容を見

直します。 

仕様書を作成するにあたり、指定管理者の創意

工夫の余地を過度に制限しないよう、「自治会等

に管理業務の一部を委託する」という文言は削除

のうえ、公募を行いました。 
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定について 様内容を精査すべきである。その際、駐車場管理を自

治会等に委託することを義務付ける点については、見

直す方向で検討すべきである。 

（措置済み） 

4 住宅管理課 指定管理者応

募者への情報

提供のあり方に

ついて 

指定管理者選定手続の過程で、応募者からの質問

を受け付け、これに対する応答をホームページで公表

するという手続が経られているが、事業者からの質問

に十分な回答がなされていないものがあった。指定管

理の応募者が、収入・支出を正確にシミュレートし、採

算性や専門的な従業員の確保の可能性を検討できる

よう、公募手続きの際には、事業者のノウハウにわた

らない限度において積極的に情報提供することや、質

疑の手続きには、十分な時間を確保し的確に回答す

べきである。 

今後の指定管理者の選定手続きの際には、事

業者のノウハウにわたらない限度において、積極

的な情報提供や質疑の手続きに十分な時間を確

保し的確に回答します。 

公募を行うにあたり、質疑受付期間を約１か

月、回答公表から応募締切までの期間を約 20 日

間に設定し、質疑の手続きについて十分な時間を

確保のうえ、回答を行いました。 

（措置済み） 

 

【令和３年度】委託契約に関する事務の執行について 

（各論事項） 

（12）診療報酬明細書等点検業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

5 健康保険課 委託費の適切

性の検証の不

十分性 

本事業については民間事業者に対する委託の他、

国保連に対する委託を行うことも考えられるところ、市

は国保連に委託を行った場合の単価等を把握してい

なかった。競合事業者を探索し、複数事業者からも見

積書の提出を受ける等、今後は委託費の適切性をよ

り慎重に検証すべきである。 

複数事業者から見積書を徴取し、委託単価を把

握することで、委託費の適切性について検証を進

めてまいります。 

国保連及び複数の民間事業者から見積書を徴

取し委託費の適切性を検証した結果、委託費用

及び業務の効率性から、民間事業者へ委託する

ことに決定しました。今後も定期的に委託費の適

切性を検証した上で業者選定を行ってまいりま

す。 

（措置済み） 

6 健康保険課 指名競争入札

の際の指名 

本事業について指名競争入札を実施する際、入札

参加者の指名は、類似業務の実績などの観点から判

断して３の事業者のみに対して行われていたが、候補

となる事業者が他にも一定数存在するようにも思われ

た。そのような場合、市財務規則の「なるべく５人以上

の指名」を満たすよう実施すべきである。 

また、指名業者の入れ替えや追加を行うことや、明

確かつ合理的な指名事業者の選定の基準を事前に

制定しておき、事後に指名に関する疑義が生じないよ

うにすることが望ましい。 

条件付き一般競争入札により選定を行うこと

で、より公正性と透明性を確保する方針としており

ます。 

令和６年８月に条件付き一般競争入札により事

業者の選定を行いました。 

（措置済み） 

 

【令和５年度】産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について 

（２）産業立地誘導推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

7  産業政策課 事業評価の指 事業目標にも挙げられている「税収及び雇用の確 事業評価の指標においてアウトカム指標の設 総合計画のアウトカム指標として、「立地制度活
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標の見直しにつ

いて 

保」を推進するための目標を事業の成果から得られた

変化や効果（アウトカム）として事業評価の指標に加

えることが有用と考える。 

定が可能であるかの検討を進めているところで

す。 

用による雇用人数」を追加いたしました。 

（措置済み） 

（３）中小企業サポートセンター事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

8 産業政策課 インキュベーシ

ョン施設の満足

度調査について 

全体としての満足度を評価するためには、過去から

の変化や利用者間の満足度のばらつきも分かる点数

評価を含めたアンケート調査が有効である。施設利用

者の意見、要望、不満を、より具体的に多く把握する

とともに、満足度を定量的に評価するために、定型化

し、精緻化したアンケートによる満足度調査を実施す

る必要があると考える。 

なお、アンケート調査の結果とそれを踏まえた担当

課の対応方針は、ホームページ上に公開することが

有用である。 

満足度調査を実施するためのアンケート作成に

ついて、今後取り組んでまいります。 

満足度を定量的に把握できる内容でのアンケ

ート調査を実施し、その結果とそれを踏まえた当

該施設の運営にかかる市の方針をホームページ

に公開しました。 

今後も、利用を検討している方へ有用な情報を

提供できるよう取り組んでまいります。 

（措置済み） 

9 産業政策課 インキュベート

ルーム退去後

の活動状況に

ついて 

インキュベートルーム使用者の全員に対して、退去

した後の活動状況を把握し、起業しない場合はその理

由を把握する必要がある。また、退去後も一定期間は

元インキュベートルーム利用者全員の活動状況を確

認し、事業開始の有無、事業の実施場所、市内で事

業を開始しない、または継続しない場合にはその理由

を把握し、今後のインキュベーション施設の在り方や

改善策に活用することが望まれる。 

施設の在り方や改善策に活用するため、退去

後の活動状況の把握について、実施方法等を検

討してまいります。 

 当該施設の在り方や見直しの検討を行うため、

退去した利用者に対し、退去後の事業活動の状

況等を把握するためのアンケートを実施するよう

改めました。 

（措置済み） 
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２．改善措置等に向け取り組み中の事項 

 

【平成 19年度】 人件費にかかる財務事務について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

２．給料、昇給及び人事評価 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 職員課 （１）給料 ③技能労務職給料表 

八尾市の技能労務職給料表は、行政職給料表（1）

に準じているため、国家公務員の場合と比べ、技能労

務職の給料が高く算定される。多くの地方公共団体に

おいて、国家公務員の行政職俸給表（2）が適用される

職員の職務内容と各地方公共団体における技能労務

職では職務内容が異なる等の理由により、独自の給

料表を作成しており、八尾市においても同様である。 

八尾市の給与水準は国に比べ高い傾向にあり、技

能労務職給料表の金額の引き下げ等適正な給与水準

について、検討する必要がある。 

国家公務員の行政職俸給表（２）の適用者は、

守衛、警備、用務員、自動車運転手、大工、電話

交換手、理容師、調理師などであり、本市の技能

労務職にある清掃作業や道路河川の維持補修の

ような業務はありません。また、職名が同じであっ

ても業務が全く同じであるとは言えない職があり、

単純に給料を比較することはできないと考えており

ます。 

なお、初任給基準につきましては、平成21年度

から８号給引下げを実施し、平成24年度からさらに

４号給引下げを実施いたしました。在職する職員に

つきましても、平成24年、平成25年の昇給時にお

いてそれぞれ２号給の抑制措置を実施いたしまし

た。 

また、平成18年の給与構造改革による給料月額

の引下げに伴う経過措置としての現給保障額につ

きましては、平成25年４月１日より段階的に引き下

げていくこととし、平成28年４月１日に完全廃止い

たしました。 

現在、国家公務員や府内各市の状況も踏まえ、

技能労務職の給料表の見直しについて検討してい

るところです。 

国家公務員の行政職俸給表（２）の適用者は、

守衛、警備、用務員、自動車運転手、大工、電話

交換手、理容師、調理師などであり、本市の技能

労務職にある清掃作業や道路河川の維持補修の

ような業務はありません。また、職名が同じであっ

ても業務が全く同じであるとは言えない職があり、

単純に給料を比較することはできないと考えており

ます。 

なお、初任給基準につきましては、平成21年度

から８号給引下げを実施し、平成24年度からさらに

４号給引下げを実施いたしました。在職する職員に

つきましても、平成24年、平成25年の昇給時にお

いてそれぞれ２号給の抑制措置を実施いたしまし

た。 

また、平成18年の給与構造改革による給料月額

の引下げに伴う経過措置としての現給保障額につ

きましては、平成25年４月１日より段階的に引き下

げていくこととし、平成28年４月１日に完全廃止い

たしました。 

現在、国家公務員や府内各市の状況も踏まえ、

技能労務職の給料表の見直しについて検討してい

るところです。 

 

【平成 26年度】生活保護事業に関する事務の執行について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

１．生活保護事業の実施体制 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 人事課 より適切な生活
保護事業執行
のための体制
整備について 

大阪府の訪問調査基準回数に準拠した訪問を実施
できていない等、人員不足が市の生活保護事業の執
行にとって制約となっている。 
市は、長期的にケースワーカーと査察指導員の増

員を、当面は面接指導員やアルバイトの増員等、人
員体制の整備を図ることが必要である。 

令和３年４月に生活支援課の生活困窮者支援

に係る業務を地域共生推進課へ移譲し、生活福

祉課と生活支援課を統合再編しました。また、計

画的にケースワーカーの増員を進めているほか、

社会福祉士の資格を持つ福祉職を複数配置し、

体制の強化を図っています。職員数の不足につい

令和３年４月に生活支援課の生活困窮者支援

に係る業務を地域共生推進課へ移譲し、生活福

祉課と生活支援課を統合再編しました。また、計

画的にケースワーカーの増員を進めているほか、

社会福祉士の資格を持つ福祉職を複数配置し、

体制の強化を図っています。職員数の不足につい
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ては、採用計画に基づき、適正にケースワーカー

と査察指導員の配置を実施し、当面は適正な面

接指導員や会計年度任用職員の配置を行い、人

員体制の整備を図ってまいります。 

ては、採用計画に基づき、適正にケースワーカー

と査察指導員の配置を実施し、当面は適正な面

接指導員や会計年度任用職員の配置を行い、人

員体制の整備を図ってまいります。 

 

【平成 27年度】市単費事業に関する事務の執行について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（23）図書館サービスの充実事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 生涯学習課 公設図書館の

運営方法の検

討について 

より効率的かつ効果的な図書館運営を行っていくに
は、他自治体の公設図書館の取組みを参考とすると
ともに、民間事業者のノウハウも積極的に取り入れて
いくことも重要である。 
市は平成 27 年度に開設した龍華図書館において

指定管理者制度を導入した。市直営施設において
は、指定管理者のノウハウを研究し、より良い取組み
は吸収していくとともに、現在の龍華図書館の運営状
況や利用者の評価を踏まえて検証した上で、効果が
高いとなれば、他の３図書館においても指定管理者に
よる運営について引き続き検討されたい。 

より効率的かつ効果的な図書館運営を行って

いくにあたり、龍華図書館以外の３館のうち特に山

本図書館・志紀図書館における指定管理者制度

の導入については、人件費高騰の導入効果への

影響等も踏まえながら、引き続き検討を進めてい

るところです。 

より効率的かつ効果的な図書館運営を行って

いくにあたり、龍華図書館以外の３館のうち特に山

本図書館・志紀図書館における指定管理者制度

の導入については、人件費高騰の導入効果への

影響等も踏まえながら、引き続き検討を進めてい

るところです。 

 

【平成 28年度】外郭団体の財務に関する事務の執行及び当該外郭団体の出納その他の事務の執行について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 
２．個別の外郭団体・団体所管課に対する意見 

（３）公益財団法人八尾市文化振興事業団 

番号 団体・所管課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 文化振興事業

団 

（文化・スポーツ

振興課） 

法人全体の中

期計画等の策

定について 

文化会館及び生涯学習センターのそれぞれにつ
き、今後の施設の運営方針等を作成しているが、法人
全体の中期計画や運用方針等は作成されていないた
め、各施設の実施事業のみにとらわれず、法人の方
向性や新規の事業展開等も見据えた法人全体として
の経営計画を作成することが必要である。 
また、各施設の専門性の確保と少人数での組織編

成の課題は理解するが、法人全体としての組織運営
風土の醸成のために、文化会館と生涯学習センター
間のさらなる人事交流も検討されたい。 

施設間の人事交流については、従前から、必要

に応じて監督職クラスからスタッフ職までの施設間

の異動を行っており、平成 30 年度については、施

設間で中堅スタッフ職各１名ずつの人事異動を実

施しました。今後も組織及び施設活性化のため、

引き続き実施してまいります。 

（措置済み） 

法人の方向性や新規の事業展開等を見据えた

法人全体としての経営計画につきまして、指定管

理者施設運営事業の状況を踏まえつつ、策定に

向けて協議しております。 

施設間の人事交流については、従前から、必要

に応じて監督職クラスからスタッフ職までの施設間

の異動を行っており、平成 30 年度については、施

設間で中堅スタッフ職各１名ずつの人事異動を実

施しました。今後も組織及び施設活性化のため、

引き続き実施してまいります。 

（措置済み） 

法人の方向性や新規の事業展開等を見据えた

法人全体としての経営計画につきまして、指定管

理者施設運営事業の状況を踏まえつつ、策定に

向けて協議しております。 
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（５）公益社団法人八尾市シルバー人材センター 

番号 団体・所管課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

2 シルバー人材

センター 

高齢介護課 

事務所の整備

に必要な資金

の確保について 

シルバー人材センターは、経年劣化による事務所
の老朽化が著しいこと、事業拡大とともに手狭になっ
ていることから、建て替えを含めた整備を検討してお
り、「特定費用準備資金等取扱規程」に従い整備に必
要となる資金として平成 27 年度より５年間にわたり年
間 16,000千円ずつ計上する計画としているが、現状と
しては整備の方法や工事費総額、市との負担関係に
ついて決まっていない。 
整備の方法や市との負担関係についての市と協議

をできるだけ早急に進めて、シルバー人材センターと
して整備に必要な資金を計画的に確保するために、ど
れだけの資金の確保が必要なのかを見積もり、計画
的に資金を計上していくべきである。 

シルバー人材センターは、事務所建設準備資
金積立資産として積み立てを行っており、整備に
必要な資金を計画的に確保するため、引き続き、
整備の在り方や資金計画について市と協議を行
いながら、計画的な資金計上を行ってまいります。 
市としては、事務所の老朽化に伴う、建て替え

を含めた整備の在り方について、市の公共施設マ
ネジメントの考え方とシルバー人材センターが作
成する資金計画等の内容を踏まえシルバー人材
センターと協議を行ってまいります。 

シルバー人材センターは、事務所建設準備資
金積立資産として積み立てを行っており、整備に
必要な資金を計画的に確保するため、引き続き、
整備の在り方や資金計画について市と協議を行
いながら、計画的な資金計上を行ってまいります。 
市としては、事務所の老朽化に伴う、建て替え

を含めた整備の在り方について、市の公共施設マ
ネジメントの考え方とシルバー人材センターが作
成する資金計画等の内容を踏まえシルバー人材
センターと協議を行ってまいります。 

（７）一般社団法人八尾市観光協会 

番号 団体・所管課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

3 観光協会 

（観光・文化財

課） 

中期計画の策

定について 

観光協会では、現在中期計画が策定されていない
が、中期計画は中期的な運営の指針となるものであ
り、これに基づき計画的に事業運営することが安定的
な事業の継続に繋がる。 
観光協会としての中期的な運営方針を明確化し、

自立した団体運営を実現するために、会員数や観光
案内所への来訪者数等の目標指標や、運営体制の
強化のための人員計画等を定めた中期計画を策定
し、これに基づいて事業運営することが望まれる。 
また、中期計画の策定にあたっては、「八尾市観光

振興プラン」等の市の観光に関する施策との連携を図
ることを検討されたい。 

現在、市の観光振興に関する基本的な考え方

と連携した会員数や観光案内所への訪問者数等

の目標指標や、運営体制の強化のための人員計

画等を定めた中期計画の策定に向けて、検討を

進めております。 

今後、第６次総合計画及び観光振興に関する

基本的な考え方との整合性を図るとともに、自主

財源の安定的な確保策等を含めた中期計画の策

定に取り組んでまいります。 

現在、市の観光振興に関する基本的な考え方

と連携した会員数や観光案内所への訪問者数等

の目標指標や、運営体制の強化のための人員計

画等を定めた中期計画の策定に向けて、検討を

進めております。 

今後、第６次総合計画及び観光振興に関する

基本的な考え方との整合性を図るとともに、自主

財源の安定的な確保策等を含めた中期計画の策

定に取り組んでまいります。 

 

【平成 30年度】補助金・負担金等に係る事務の執行について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 コミュニティ政策

推進課 

八尾市校区まち

づくり交付金に

ついて 

現状、校区まちづくり協議会の活動に対する支援と

しての校区まちづくり交付金と、まちづくり協議会を構

成する団体の、独自の活動に対する補助金制度がそ

れぞれ存在し、手続きもそれぞれで発生している状況

があり、地域に対する補助金の交付ルートが複数存

在することで、校区ごとにトータルとしてどれだけの金

額の補助金が交付されているのか、また、アウトプット

としてどれだけの活動がされたのかという検証が困難

になっている。 

校区まちづくり交付金の方向性について、平成

30 年度、令和元年度に各々実施した校区まちづく

り協議会あり方検討や本協議会の支援に関する

あり方検討の結果、及び、令和４年度の「八尾市

市民参画と協働のまちづくり基本条例評価委員

会」からの提言を踏まえるとともに、各構成団体の

事業の性質も考慮した上で、校区まちづくり協議

会の自主性を高め、地域での様々な活動の促進

につながるよう、現行の一括交付金方式を見直

校区まちづくり交付金について、平成 30年度以

降、左記の取り組み及び考え方で、見直しを進め

てきたところであり、令和７年１月１日付で「八尾市

校区まちづくり協議会の支援に関する規則」を改

正し、今後、新制度の運用を開始してまいります。 

なお、新制度では、校区まちづくり協議会で実

施する性質の事業の基準・考え方を整理のうえ、

提案審査方式を導入することにより、取組みに応

じた交付金交付に改めるとともに、加算額と加算
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校区まちづくり交付金に移行可能な補助金等を統

合することや、構成団体の地域活動に対する補助金

については、既に一定の整理はされているものの、校

区まちづくり協議会で実施する性質の事業と、各構成

団体で実施する性質の事業をより明確に区分する基

準・考え方等を全庁的な取り組みとして各課で整理

し、より客観的な効果検証と事務の効率化につなげる

ことが必要である。 

し、ソフト事業を中心とした提案審査方式を導入す

る方針を決定し、校区まちづくり協議会会長や庁

内での説明、市議会への報告も行いました。ま

た、住民主体の地域自治に寄与する取組みに対

して効果的に財源が活用されるよう新制度の説明

を行うなど、理解を深めていただくための働きかけ

を進めており、あわせて令和７年度の新制度運用

に向けて、令和６年度中に校区まちづくり協議会

の支援に関する規則の改正を行ってまいります。 

また、地域団体を所管する担当課と交付金や団

体の支援のあり方等についての協議を行ってお

り、今後も全庁的な協議を進めてまいります。 

対象を明確化し、より客観的な効果検証が可能と

なりました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市として

の判断により、対応方針を確定）  

今後は、新制度の運用状況等を踏まえつつ、地

域活動を対象とした各補助金の校区まちづくり交

付金への統合など、団体支援のあり方等につい

て、関係課と連携しながら協議・検討を進めてまい

ります。 2 危機管理課 八尾市防犯灯

整備補助金に

ついて 

現状、校区まちづくり協議会交付金と、各構成団体

の独自の活動に対する補助金制度がそれぞれ存在

し、地域に対する補助金に複数ルートが存在すること

で、校区ごとにトータルとしてどれだけの金額の補助

金が交付されているのか、また、アウトプットとしてど

れだけの活動がされたのかという検証が困難になっ

ている。 

本補助金については、八尾防犯協議会は各町会に

対する補助金の配分の取りまとめを担っているもので

あり、必ずしも八尾防犯協議会として実施する性質の

ものというわけではない。そのため、地域に対する補

助金として、校区まちづくり協議会で実施する事業とよ

り明確に区分する基準、考え方等を全庁的な取り組

みとして整理することが望まれる。 

3 危機管理課 八尾市防犯灯

電気料金等補

助金について 

八尾市防犯灯電気料金等補助金は、八尾市防犯

灯整備補助金と同様に、地域に対する補助金として、

校区まちづくり協議会で実施する事業とより明確に区

分する基準、考え方等を全庁的な取り組みとして整理

することが望まれる。 

4 高齢介護課 八尾市高年齢

労働能力活用

事業補助金に

ついて 

本補助金の補助対象経費に事業費以外の管理費

（例えば役員報酬）も含まれており、実態にあった名称

になっていない。要綱の名称は実態を示す名称にす

べきである。 

本補助金要綱の名称につきましては、補助金

の支給のあり方の検討と合わせて、見直しを行う

こととします。 

本補助金要綱の名称につきましては、補助金

の支給のあり方の検討と合わせて、見直しを行う

こととします。 

 

【令和元年度】高齢者福祉に関する事務の執行について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 高齢介護課 キャッシュカード

を端末で読み込

む方法による口

座振替の手続

の導入について 

国民健康保険料等については、キャッシュカードを

窓口に設置している端末に読み込ませる方法により、

銀行印なしで口座振替を申し込む方法が採用されて

いるが、介護保険料については、それが採用されてい

ない。 

他市における徴収率の増加への寄与の動向や、導

入費用・手数料等のコストを踏まえ、上記の方法の導

キャッシュカードによる口座振替の申し込みを

実現するためのシステム改修のコストについて、

システム全体の改修時期との調整も踏まえて調査

しており、他市の動向をふまえ、導入の可否を検

討してまいります。 

キャッシュカードによる口座振替の申し込みを

実現するためのシステム改修のコストについて、

システム全体の改修時期との調整も踏まえて調査

しており、他市の動向をふまえ、導入の可否を検

討してまいります。 
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入の是非を検討すべきである。 

2 高齢介護課 税部局等との連

携について 

現在、介護保険料の滞納については、市税等の他

の強制徴収債権を所管する部局等との間で、ノウハ

ウの共有や個別の案件の具体的な照会、その他の情

報共有に関する具体的な連携はなされていない。 

滞納者の資産や収入、交渉状況等について、税部

局への照会等の方法による情報共有を検討すべきで

ある。 

滞納事案への対応において、滞納者に関して

の税部局が把握している資産や収入状況を活用

することができるよう、関係課の情報共有を検討し

てまいります。 

滞納事案への対応において、滞納者に関して

の税部局が把握している資産や収入状況を活用

することができるよう、関係課の情報共有を検討し

てまいります。 

3 高齢介護課 

地域支援室 

市が特定の事

業者への委託

契約を行う方式

について 

徘徊高齢者探知システム運用業務委託契約は、市

が特定の事業者に、ＧＰＳによる探知システムの運用

を委託し、市が「委託者」となり、事業者に初期費用相

当額を委託料として支払うというものである。しかし、

利用者と事業者との間では、通常の直接契約するサ

ービス利用者の場合と同様に契約がされており、ま

た、毎月の利用料等について、市は特に補助等を行

わないといったことに照らせば、その実質は高齢者や

家族がＧＰＳを利用する際の初期費用の補助としての

側面が強い。 

市が特定の事業者との随意契約による委託という

方式により、費用を拠出することは、特定の事業者の

みを有利に取り扱うことになり、事業者間の公平という

見地から問題がある。初期費用の一定額補助や複数

事業者への委託であれば、このような問題は生じな

い。現行の委託方式の継続の是非を検討されたい。 

他市の調査結果や、高齢者あんしんセンター及

び実際の利用対象者へのアンケート結果等を踏

まえ、有効かつ適切な事業内容について検討を進

めております。 

他市の調査結果や、高齢者あんしんセンター及

び実際の利用対象者へのアンケート結果等を踏

まえ、有効かつ適切な事業内容について検討を進

めております。 

4 高齢介護課 将来的な事業

の方向性につ

いて 

高齢者住宅等安心確保事業は、大阪府営住宅に

生活援助員を派遣し、安否の確認・緊急時の対応等

の福祉サービスの提供を行うというものである。しか

し、民間の「サービス付き高齢者向け住宅」が急速に

増加しており、府市双方が協議の上、事業の継続の

必要性やニーズに即した事業の在り方を検討された

い。 

大阪府と協議を行いながら、今後の事業の在り

方を検討します。 

大阪府と協議を行いながら、今後の事業の在り

方を検討します。 

5 高齢介護課 老人福祉センタ

ーを含めた近隣

の公共施設の

役割の見直しに

ついて 

２か所の老人福祉センターは、築年数が 40年を超

え老朽化が進んでおり、現状、当該施設を使い続ける

にあたっては、多額の修繕費用又は更新（建替）費用

が発生するものと想定される。 

同じ地域に存在する他の公共施設や公有地等も含

めた、地域全体のまちづくりとしての在り方を検討する

べきである。 

 

市の八尾市公共施設マネジメント実施計画に基

づき、他の公共施設や公有地等も含めた地域全

体のまちづくりとして計画的に検討を進めてまいり

ます。 

老朽化等を踏まえた施設の更新整備につい

て、必要な機能を整理した上で、関係課と協議し

ながら、周辺の公共施設や公有地等も含めた地

域全体のまちづくりとして総合的かつ計画的に検

討を進めてまいります。 

6 高齢介護課 老人福祉センタ

ーで実施されて

いる入浴事業

老人福祉センターが設置された 40年以上前と比べ

ると、高齢者福祉に求められる役割も変化している。

介護予防や社会参加の拠点としての役割など、入浴

入浴事業について、実施コストや他市の状況等

を踏まえつつ継続の当否を検討してまいります。 

入浴事業について、実施コストや他市の状況等

を踏まえつつ継続の当否を検討してまいります。 
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の今後の在り方

について 

事業の利用者数の推移、入浴事業の実施コスト、将

来の維持更新費用、他市の状況なども踏まえ、更に

地域全体のまちづくりとして、両老人福祉センターの

在り方も踏まえて、入浴事業の継続の当否について

検討されたい。 

 

【令和２年度】公の施設のうち指定管理者が管理運営を行うものに関する事務の執行について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（個別事項） 

（２）八尾市立共同浴場錦温泉 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 地域共生推進

課 

錦温泉の今後

のあり方につい

て 

当該施設は、近隣の市営住宅の風呂設置率等も踏

まえて、今後も長期間、利用料金収入と同程度の指

定管理料を支出して維持すべきかを検討し、施設の

あり方そのものについて検討すべきである。また、市

の負担を抑え、また、民間の公衆浴場と比較して公平

な形での対策についても検討すべきである。 

錦温泉の今後の在り方については、令和５年

10 月策定の「新やお改革プラン 2.0 実行計画」に

計上し、八尾市営住宅機能更新事業計画に基づく

一部建て替えに伴う住み替え等による利用状況

の変化等を鑑み、運営の見直しを検討しておりま

す。 

錦温泉の今後の在り方については、令和５年

10 月策定の「新やお改革プラン 2.0 実行計画」に

計上し、八尾市営住宅機能更新事業計画に基づく

一部建て替えに伴う住み替え等による利用状況

の変化等を関係部局と共有しました。 

引き続き運営の見直しを検討してまいります。 

（５）八尾市自転車駐車場 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

2 都市交通課 定期利用者の

確認の厳格化

について 

駐車場定期利用の申込・更新の際、現金事故を減

らすため、自転車駐車場の定期利用に関して定期駐

車券の連番管理を行うなど、不正発行を事前に防止

することができるような、厳格な策を検討されたい。 

駐車場定期利用の申込・更新の際に、現金事

故を減らすため、定期自動更新機の導入を進めて

まいります。 

駐車場定期利用の申込・更新の際に、現金事

故を減らすため、定期自動更新機の導入を進めて

まいります。 

（６）八尾市生涯学習センター 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

3 生涯学習課 利用料金の返

還・還付につい

ての基本協定

書の文言につ

いて 

協定書では、利用者のキャンセルが発生した場合

の規定として、既納の利用料金の返還・還付等を行う

ことを定めているが、キャンセル分の料金について混

乱を招きかねない文言があることから、次回の協定書

の締結の際にはその趣旨がより明確になる文言への

改訂を検討されたい。 

協定書の文言について、趣旨がより明確となる

よう、見直しを進めております。 

協定書の文言について、趣旨がより明確となる

よう、見直しを進めております。 

4 生涯学習課 利用料金収入

に関する基本協

定書の文言に

ついて 

協定書では、利用料金の見込み額が当初見込みを

下回った場合でも、市はその補填を行わないというこ

とを定めているが、そのような規定を定めなくても本来

的には問題ないように考えられ、その文言が存在する

ことにより、運用が分かりにくくなる可能性もある。次

回の協定書の締結の際にはより趣旨が明確になる文

言への改訂を検討されたい。 

協定書の文言について、趣旨がより明確となる

よう、見直しを進めております。 

協定書の文言について、趣旨がより明確となる

よう、見直しを進めております。 
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（16）八尾市立龍華図書館 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

5 生涯学習課 市立図書館全

体への今後の

指定管理者制

度の導入につ

いて 

４つの市立図書館について、直営による運営・指定

管理者による運営それぞれに、民間のノウハウの活

用というメリットと、指定管理者制度による運営の収支

構造上のデメリットが存在する。４館（八尾、山本、志

紀、龍華）の運営について、直営館と指定管理者運営

館とを併存させ、双方でサービスを競い合う、いわゆ

るハイブリッド型での運営を検討されたい。 

より効率的かつ効果的な図書館運営を行って

いくにあたり、龍華図書館以外の３館のうち特に山

本図書館・志紀図書館における指定管理者制度

の導入については、人件費高騰の導入効果への

影響等も踏まえながら、引き続き検討を進めてい

るところです。 

より効率的かつ効果的な図書館運営を行って

いくにあたり、龍華図書館以外の３館のうち特に山

本図書館・志紀図書館における指定管理者制度

の導入については、人件費高騰の導入効果への

影響等も踏まえながら、引き続き検討を進めてい

るところです。 

 

【令和３年度】委託契約に関する事務の執行について 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（共通事項） 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 契約検査課 財務規則第 122 

条第６号による

契約保証金の

免除のあり方に

ついて 

八尾市財務規則第 122条第６号の適用において

は、現在、具体的な適用基準や例がない。他の地方

公共団体における契約保証金の免除に関する規則及

びその運用の状況を踏まえ、財務規則の改正や同規

則の解釈の運用指針等において具体的な適用基準

や例を示すなどして、契約保証金免除のあり方を検討

されたい。 

契約事務の適正な執行に向け、本市財務規則

の当該部分に関する適用範囲の解釈及び運用に

ついて、具体的事例を記した通知を発し、誤りが

生じないよう全庁的な見直しに取り組みました。 

なお、財務規則の改正を含む契約保証金免除

にかかるあり方について、他市状況の調査結果を

踏まえ、対応方針の検討を進めております。 

契約事務の適正な執行に向け、本市財務規則

の当該部分に関する適用範囲の解釈及び運用に

ついて、具体的事例を記した通知を発し、誤りが

生じないよう全庁的な見直しに取り組みました。 

なお、財務規則の改正を含む契約保証金免除

にかかるあり方について、他市状況の調査結果を

踏まえ、対応方針の検討を進めております。 

（各論事項） 

（４）八尾市外国人相談窓口運営業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

2 人権政策課 外国人相談窓

口の在り方につ

いて 

相談窓口について、将来的には、国の交付金事業

が終了する時期が来るため、持続可能な方法のもと

で、事業目的を実現するためには、サービス水準の見

直しや、一定の相談内容には受益者負担を導入する

など、事業の在り方の見直しを検討すべきである。 

国の交付金事業が終了することを見据え、対応

言語については利用実績を踏まえつつ精査を行

いました。 

（措置済み） 

引き続き、外国人住民間の共助を促す取り組み

や受益者負担の検討など、事業の在り方の見直

しを行ってまいります。 

国の交付金事業が終了することを見据え、対応

言語については利用実績を踏まえつつ精査を行

いました。 

（措置済み） 

引き続き、外国人住民間の共助を促す取り組み

や受益者負担の検討など、事業の在り方の見直

しを行ってまいります。 

3 人権政策課 今後の契約相

手方選定にあ

たっては競争性

を取り入れた方

法とすべきであ

ること 

現在まで２号随契による契約締結がなされてきた

が、業務の多くの範囲の再委託がされている状況が

見受けられ、競争性を排除していることと矛盾してい

る。遠からぬ時期に、契約相手方の選定にあたり、競

争性・公平性が確保される契約方法（プロポーザル

等）を採用すべきである。 

なお、今後の ICT技術の活用見込みなどを踏まえ

ると、これらの技術の活用に長じた業者への委託が

予算の有効活用につながる可能性が考えられるた

外国人材の受入拡大に対応するため、国の交

付金を活用し、外国人支援のノウハウや情報が集

約されるような手法を取りつつ、外国人相談窓口

体制の整備を進めているところです。 

本業務内の通訳・翻訳業務において、ICT 技術

の活用に長じた業者へ業務委託する等、契約の

競争性が確保できる方法を検討してまいります。 

外国人材の受入拡大に対応するため、国の交

付金を活用し、外国人支援のノウハウや情報が集

約されるような手法を取りつつ、外国人相談窓口

体制の整備を進めているところです。 

本業務内の通訳・翻訳業務において、ICT 技術

の活用に長じた業者へ業務委託する等、契約の

競争性が確保できる方法を検討してまいります。 
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め、仕様書を作成する際に、併せて検討されたい。 

（６）外国人市民情報提供事業委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

4 人権政策課 八尾市外国人

相談窓口運営

業務委託事業と

の統合と競争性

のある契約方

式の採用につ

いて 

「外国人相談窓口運営業務委託」と「外国人市民情

報提供事業委託」とは、業務目的が重複しており、後

者については２号随契による理由は乏しい。将来的に

は事業を統合したうえプロポーザル方式により相手方

を選定する方式とし、競争性を適切に取り入れるとと

もに、民間を含めた様々な応募者からの提案により、

よりよい業務内容へ仕様を高めていくことを検討する

べきである。 

より合理的で効果的な事業となるよう業務を整

理し、「外国人相談窓口運営業務委託」と「外国人

市民情報提供事業委託」の統合に向けて検討を

行います。 

より合理的で効果的な事業となるよう業務を整

理し、「外国人相談窓口運営業務委託」と「外国人

市民情報提供事業委託」の統合に向けて検討を

行います。 

（７）人権啓発関係業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

5 人権政策課 委託費の積算

根拠が不明確

であり、また、委

託費の精算もさ

れていない 

委託費については、実際に要している費用の実態

を把握して、その金額を踏まえた真に必要な金額を精

緻に積算する必要がある。また、委託費を概算払いと

し、精算を予定している以上、精算の要否を検討する

ための支出実績を確認のうえ、的確に精算を実施す

べきである。 

なお、精算対象費目の基準が不明確であることに

起因し、精算の要否の判断が困難となっているように

思われる。精算対象とすることになじまないと思われ

る人件費については、業務量に対し過大でないかを

不断に検討すべきである。 

令和５年度の委託契約について、公募型プロポ

ーザル方式による事業者選定を行い、委託費の

細目を把握した上で契約を締結しました。 

また、令和６年度の委託契約において、精算対

象となる費用を明確にし、支出実績に応じて的確

に精算を実施できるよう改めました。 

人件費が業務量に対し過大となっていないかに

ついては、必要な人員の把握を行っているところ

です。 

令和５年度の委託契約について、公募型プロポ

ーザル方式による事業者選定を行い、委託費の

細目を把握した上で契約を締結しました。 

また、令和６年度の委託契約において、精算対

象となる費用を明確にし、支出実績に応じて的確

に精算を実施できるよう改めました。 

 人件費が業務量に対し過大となっていないかに

ついては、必要な人員の把握を行っているところ

です。 

（８）八尾市人権啓発事業業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

6 人権政策課 

会計課 

行政経営改革

課 

公金外現金の

管理方法につ

いて 

職員が公務として公金外現金を取り扱う場合につ

いての取り扱いルールを制定すべきである。また、委

託者側である市の事務担当職員と、受託者側で事務

局機能を担う職員が同一であることは、事務について

適切なチェックが働きがたいため、それらを担当する

職員を分離する等の改善をすべきである。 

委託者側である市の事務担当職員と、受託者

側で事務局機能を担う職員を別の職員にすること

で、チェック機能を維持し、適切な事務処理を実施

しております。 

また、公金外現金に関する全庁的なルールの

作成に向け、他市状況の調査を行い、取り扱いに

係るルール作りを進めております。 

委託者側である市の事務担当職員と、受託者

側で事務局機能を担う職員を別の職員にすること

で、チェック機能を維持し、適切な事務処理を実施

しております。 

また、公金外現金に関する全庁的なルールの

作成に向け、他市状況の調査を行い、取り扱いに

係るルール作りを進めております。 

（19）八尾市立中小企業サポートセンター事業業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

7 産業政策課 プロポーザルの

活性化について 

現在、プロポーザルにより選定された平成 29年度

の契約者と、継続して随意契約を締結している。プロ

ポーザル手続が行われた当時、このように随意契約

が継続されるとの明示がなかったが、今後は、プロポ

ーザル時に委託を継続することを予定する期間を明

示する、または債務負担行為による複数年契約の活

同一事業者と継続して随意契約を締結している

状況について、令和４年度にプロポーザル方式に

よる公募を行い、複数事業者による競争のもと選

定を行いました。 

委託を継続することを予定する期間を明示する

ことについては、今回の提案内容や事業の実施

同一事業者と継続して随意契約を締結している

状況について、令和４年度にプロポーザル方式に

よる公募を行い、複数事業者による競争のもと選

定を行いました。 

委託を継続することを予定する期間を明示する

ことについては、今回の提案内容や事業の実施
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用等を検討されたい。 状況等を踏まえ、次回公募時には明示する方向

で検討しております。 

状況等を踏まえ、次回公募時には明示する方向

で検討しております。 

（22）８種分別・指定袋制に係るごみ袋の製作及び配送業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

8 循環型社会推

進課 

指定袋制を採

用し無償で配付

するという委託

業務自体のあり

方について 

大阪府内では、現在、八尾市のみが、指定ごみ袋

を無償で配付するという方式を採用している。しかし、

この方式は、ごみ袋の製作費用・配送費用のみなら

ず、配送の対象とならない市民への窓口配付や、配

送数量の確認等のための人件費のコストが生じてい

る。他の方式を含む方法の選択については、それぞ

れの諸々のコストや移行のコスト等の考慮を要すると

ころ、ごみ袋に関する制度のあり方を検討する必要が

ある。 

令和３年３月に策定した八尾市一般廃棄物処

理基本計画（ごみ編）において行っている現行の

指定袋の効果検証を踏まえつつ、今後のごみ量

の推移を注視しながら、指定袋制度のあり方につ

いて検討してまいります。 

令和３年３月に策定した八尾市一般廃棄物処

理基本計画（ごみ編）において行っている現行の

指定袋の効果検証を踏まえつつ、今後のごみ量

の推移を注視しながら、指定袋制度のあり方につ

いて検討してまいります。 

（23）道路・水路台帳更新業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

9 土木管財課 契約相手方の

固定について 

現在、道路台帳等のデータを更新するという業務に

ついて、同一事業者への随意契約が継続しており、そ

の前提となるシステムの定期的な更新についても同

一事業者への随意契約が継続している。一方で、道

路台帳のシステムの更新時に他業者の参入可能性を

検討しシステムを見直した場合には、更新業務につい

ても競争が可能となり委託業務のコスト低減につなが

るとなる可能性がある。入札やプロポーザル、複数者

の見積もりを比較したうえでの随意契約等の可否を検

討すべきである。 

また、他の所管課のシステムとの統合等によるトー

タルコストの削減についても、更新等にあたって検討

すべきと思われる。 

令和８年度の道路台帳管理システム更新に向

けて、複数事業者の見積書を徴取し、コストにつ

いて精査してまいります。 

また、システム内の地図情報については、他所

属との統合等が可能であるか検討してまいりま

す。 

令和８年度の道路台帳管理システム更新に向

けて、複数事業者の見積書を徴取し、コストにつ

いて精査してまいります。 

また、システム内の地図情報については、他所

属との統合等が可能であるか検討してまいりま

す。 

（27）令和２年度平日昼間水道施設修繕補修業務・令和２年度休日夜間水道施設修繕補修業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

10 施設整備課 入札の競争性

の確保について 

市は、入札参加資格の要件緩和等、入札参加者を

拡大する見直しを進めているが、受注者がその他の

業務従事者を選任する方式は、関与業者の固定化に

つながりやすく、入札時の業者間の価格競争性の阻

害要因となるリスクがあるため、より一層、一般競争

入札における価格競争性および透明性が確保できる

ような方策を検討されたい。 

漏水修繕は特殊な技術が必要となるため、漏

水修繕をできる業者が限られているのが現状であ

ります。 
今後の業者の技術向上を期待し、また価格競

争性、透明性が確保されるように、入札参加者の

拡大及び入札参加資格の要件についての検討を

進めています。 

漏水修繕は特殊な技術が必要となるため、漏

水修繕をできる業者が限られているのが現状であ

ります。 
今後の業者の技術向上を期待し、また価格競

争性、透明性が確保されるように、入札参加者の

拡大及び入札参加資格の要件についての検討を

進めています。 

（29）八尾市英語指導者派遣事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

11 学校教育推進

課 

効果指標の設

定と事業の見直

英語力向上を期待する事業効果を測定する指標と

して、現行の２技能に限定した効果指標は不十分であ

ネイティブ英語指導者（ＮＥＴ）については、他市

事例を参考に交付税措置の対象となる外国人指

ネイティブ英語指導者（ＮＥＴ）については、他市

事例を参考に交付税措置の対象となる外国人指
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し り、国や府に報告している４技能を含めた英語力の測

定指標についても有効に活用することが考えられる。

また、現在、４技能にかかる市の報告数値は、国や府

の目標値及び実績平均値をともに下回っている状況

にある。市は、保有データを活用し、施策の効果を振

り返り、費用対効果の面から見直しを行い、やり方の

工夫や事業そのものの企画変更など、効果の向上を

志向することを検討されたい。その際、成果を挙げて

いる他市の方法等を参考に事業の改善に取り組むこ

ともよいと考えられる。 

導助手（ＡＬＴ）の会計年度任用職員での直接雇用

に変更し、費用対効果の向上を図りました。 

（措置済み） 

また指標の設定については、他の指標や実績

値を含め、検討してまいります。 

導助手（ＡＬＴ）の会計年度任用職員での直接雇用

に変更し、費用対効果の向上を図りました。 

（措置済み） 

また八尾市教育振興基本計画後期計画におい

て、CEFR A１レベル相当以上の英語力を有する

生徒の割合を指標に設定し、施策全体で外国語

教育が推進されているかを測定する予定です。 

（32）八尾市小学校給食調理業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

12 学務給食課 変更契約（ミキ

サー食導入に

伴う変更契約）

の問題点につ

いて 

喫食に配慮を必要とする児童が在籍している小学

校において、給食の一部をミキサーにかけるための変

更契約が行われているが、ミキサー食導入のための

業務量の増加に伴う増額幅が過大であると思われ、

また、学校間で生じている増額幅の差異について合

理的な説明が困難である。変更契約に際しては、事

業者側の提示した金額の妥当性を吟味する必要があ

る。 

ミキサー食導入に伴う変更契約について、増額

金額の妥当性の検証精度を高めるため、手続き

の見直しを行ってまいります。 

ミキサー食導入に伴う変更契約について、増額

金額の妥当性の検証精度を高めるため、手続き

の見直しを行ってまいります。 

 

【令和４年度】財産の管理及び運用に係る事務の執行について 

（監査の結果） 地方自治法第 252条の 37第５項に基づく監査の結果に対する措置について 

１．基金の管理 

（個別事項） 

（24）奨学資金貸付基金 

番号 所 管 課 項     目 監査の結果（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 学務給食課 債務者が長期

間居所不明に

なっている債権

の不納欠損処

理について 

過去の当基金からの貸付のうち、貸付を受けたも

のが居所不明になった債権については、早急に回収

可能か検討して、回収不能と判断した場合には不納

欠損処理を行うべきと考える。 

 当該債権について、不納欠損処理を行う方向で

検討を進めてまいります。 

 当該債権について、不納欠損処理を行う方向で

検討を進めてまいります。 

2 学務給食課 奨学資金貸付

基金の名称使

用について 

当基金を管理目的で使用しているが、基金の名称

を使用することは、地方自治法第 241条に基づく基金

と混同し、誤解を招きかねない。したがって、奨学資金

貸付基金の名称を使用することは止めるべきである。 

 当該基金の名称を変更する方向で検討を進め

てまいります。 

 当該基金の名称を変更する方向で検討を進め

てまいります。 
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（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

１．基金の管理 

（共通事項） 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 会計課 基金の資金運

用に係る運用

対象について 

基金の効率的運用を行い得るよう、運用対象を預

金債権とする場合の運用期間を拡大する規定の見直

しを図るべきであると考える。 

また、繰替運用や取崩しの想定されない基金の資

産については、会計年度内を運用期間とする必要が

ないため、複数年を運用期間とする預金債権以外の

運用対象、例えば債券を運用対象とすることで、運用

収益を拡大させることが可能となる。 

預金債権の運用期間を拡大する規定の見直し

や基金の運用対象については、他市の状況も踏

まえ、検討してまいります。 

預金債権の運用期間を拡大する規定の見直し

や基金の運用対象については、他市の状況も踏

まえ、検討してまいります。 

2 会計課 資金運用に係

る諸規則等の

整備について 

現在の超低金利情勢においては、資産の効率的活

用という視点から債券への投資も選択肢のひとつとし

て検討すべき事項であり、そのためには、「八尾市債

券運用基準」の再整備を行い、併せて基金の活用計

画を策定し、具体的な資金運用を検討していくべきで

あると考える。 

債券運用基準の再整備や基金の活用計画の

策定については、他市の状況も踏まえ、検討して

まいります。 

債券運用基準の再整備や基金の活用計画の

策定については、他市の状況も踏まえ、検討して

まいります。 

（個別事項） 

（３）職員厚生事業基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

3 職員課 今後の基金の

在り方、活用の

方向性の検討

について 

基金の積立ては運用利息のみであることから、基

金設立当時の職員が負担していた基金の設立原資で

ある当初分配金を元に現在在籍している職員が基金

を活用しているにすぎない。 

将来の基金の活用方針次第では積立てが必要に

なることから、今後の基金の在り方、活用の方向性を

検討していくことが重要であると考える。 

基金の在り方等について、職員厚生事業基金

検討会議において状況確認を行い、社会経済情

勢の変化による職員ニーズを的確に捉えながら、

引き続き活用の方向性を検討しているところで

す。 

基金の在り方等について、職員厚生事業基金

検討会議において状況確認を行い、社会経済情

勢の変化による職員ニーズを的確に捉えながら、

引き続き活用の方向性を検討しているところで

す。 

（20）森林環境譲与税基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

4 農とみどりの振

興課 

基金の活用計

画の策定につ

いて 

基金を有効に活用するために、中長期の視点で計

画を策定し、その上で、当該中長期計画に基づき年度

計画を策定、実行するべきである。 

そのためには、翌年度の使用可能性のみならず、

中長期的な観点での使用可能性について全庁に対す

るアンケートやヒアリングにより情報を集めることが有

用と考える。 

当該基金の活用について、全庁に対するアンケ

ートを集計しました。 

今後は、そのアンケート結果等を踏まえつつ、

活用推進方法について検討してまいります。 

当該基金の活用について、全庁に対するアンケ

ートを集計しました。 

今後は、そのアンケート結果等を踏まえつつ、

活用推進方法について検討してまいります。 
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（21）髙井道子公園基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

5 土木管財課 基金の活用方

針の策定につ

いて 

当面は、現在の資金残高を取り崩すことで、設備や

安全な環境を維持･継続させることができるが、資金

がなくなる時期を見据え、基金残高が十分にある現時

点において、将来的な髙井道子公園の在り方を検討

し、財源となっている当基金の活用方針を策定するこ

とが必要と考える。 

基金を活用している公園維持管理コストの検証

や将来的な髙井道子公園の在り方について検討

してまいります。 

基金を活用している公園維持管理コストの検証

や将来的な髙井道子公園の在り方について検討

してまいります。 

（23）奨学基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

6 学務給食課 奨学基金の在り

方、活用計画の

策定について 

当基金からの事業費充当は運用利息のみで賄う方

針としているため、奨学金事業費の財源は一般会計

で補填を受けているが、ふるさと納税による積立分を

運用原資に回さず事業費に充当すれば、一般会計か

らの補填は不要となる。または、基金の積立目標など

の計画を立て、積立目標達成までは引き続き寄附金

を奨学基金の運用原資とすることも考えられる。 

したがって、ふるさと納税による寄附金の増加とい

う環境変化の中、奨学基金の将来の在り方を検討し、

中長期計画として定めるべきと考える。 

奨学金事業費の財源について見直しを行い、

令和５年度予算においては、一般会計からの補填

は行わず、運用利息とふるさと納税による積立分

を充当することとしました。 

 引き続き、寄附金等の財源の変化に対応するた

め、中長期計画の策定について検討してまいりま

す。 

奨学金事業費の財源について見直しを行い、

令和５年度予算においては、一般会計からの補填

は行わず、運用利息とふるさと納税による積立分

を充当することとしました。 

 引き続き、寄附金等の財源の変化に対応するた

め、中長期計画の策定について検討してまいりま

す。 

（24）奨学資金貸付基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

7 学務給食課 利用実績の乏し

い貸付事業の

廃止について 

当基金による貸付制度は、大阪府育英会入学貸付

金の制度と重複しており、利用実績からかんがみて

も、八尾市の貸付制度の役割は全うしたと考える。し

たがって、奨学貸付事業は廃止するべきである。 

なお、貸付事業廃止までに、大阪府育英会入学貸

付金の制度や八尾市の奨学金給付制度の周知方法

等に市として課題がないかなど分析・検討し、利用予

定者の不利益にならないような取り組みを行うことが

望まれる。 

利用予定者の不利益とならないよう、貸付事業

を廃止する場合の市としての課題について分析・

検討してまいります。 

利用予定者の不利益とならないよう、貸付事業

を廃止する場合の市としての課題について分析・

検討してまいります。 

8 学務給食課 債務者が居所

不明になった場

合の債権の管

理体制の整備

について 

長期の間、居所不明となっている未償還金に対し

て、回収への取り組み、不納欠損に向けた手続きが

なされていなかったことを踏まえて、居所不明になった

場合の未償還金の取り扱いなど、当貸付事業の回収

事務についてルールを整備すべきと考える。 

当該債権の管理体制について見直しを行って

まいります。 

当該債権の管理体制について見直しを行って

まいります。 

（25）三好萬次奨学基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

9 学務給食課 基金の活用方

法について 

元本を維持し運用益を活用する方法は、安定的か

つ継続的な運用に資するものとして、条例制定当時に

おいては適当であったと考えられるが、現状において

当該基金の活用方法については、改めて検討

してまいります。 

当該基金の活用方法については、改めて検討

してまいります。 
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は、十分な活用方法とは言いがたい。 

趣意書には、元本を維持することまでは明記されて

いないことからも、当基金の活用方法については改め

て検討するべきと考える。 

（26）杉本久仁一こども食育支援基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

10 学務給食課 基金を財源に

実施する事業

の有効性評価と

基金の活用方

針の策定につ

いて 

寄附の目的である子どもの食育を充実させるため

には、現在実施している学校食育推進業務委託事業

の有効性評価を行ったうえで、基金の活用方針を定

め、他の事業への活用を含め、さらなる基金の有効活

用をするべく、活用方法の拡充を進めることが望まれ

る。 

現在実施している委託事業の有効性評価を行

うとともに、他の事業への活用など、基金を有効

活用できるよう検討してまいります。 

現在実施している委託事業の有効性評価を行

うとともに、他の事業への活用など、基金を有効

活用できるよう検討してまいります。 

11 学務給食課 学校食育推進

業務委託事業

における欠食児

童等に対する食

事提供費用の

精算方法につ

いて 

毎年 2,500千円が学校食育推進業務委託事業の予

算として事業費に充当されているが、委託費の上限が

決まっていると、委託費の上限までしか支援を行わな

いことから児童等に対して必要な支援が行き届かない

といったことが生ずる可能性は否定できない。 

欠食児童等に対する食事提供については実績払い

とする契約を締結するべきと考える。 

学校食育推進業務委託事業について、欠食児

童等に対する支援を適切に行うことができるよう、

委託費の支払い方法を見直してまいります。 

学校食育推進業務委託事業について、欠食児

童等に対する支援を適切に行うことができるよう、

委託費の支払い方法を見直してまいります。 

 

２．債権の管理 

（個別事項） 

（１）障がい福祉サービス費等返還金 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

12 障がい福祉課 滞留債権の専

門家への回収

依頼について 

通常、金額が大きく、滞留期間が長期化し、誠実に

対応しないような債務者に対する債権は、法的強制力

等、債務者が予見しない権限をもって請求しない限

り、回収の可能性は極めて低い。 

回収、督促に関する内部規定を策定し、滞留期間、

債務者の状況等、一定要件を定め、弁護士等に回収

を依頼する等、回収可能性が高める施策を図るべきと

考える。 

専門家への回収依頼の検討も含め、回収、督

促に関する内部規定を策定するなど、回収可能性

を高める施策を図ってまいります。 

専門家への回収依頼の検討も含め、回収、督

促に関する内部規定を策定するなど、回収可能性

を高める施策を図ってまいります。 

 

【令和５年度】産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について 

（監査の結果） 地方自治法第 252条の 37第５項に基づく監査の結果に対する措置について 

（15）観光活動支援育成事業 

番号 所 管 課 項     目 監査の結果（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 観光・文化財課 観光協会の公

式サイトの情報

通信が暗号化されたWEBサイトとして現在広く普及

している、アドレスが「https://～」から始まる通信規格

観光協会公式サイトの情報セキュリティーにつ

いて指導をしており、現在、協会において対応を

観光協会公式サイトの情報セキュリティーにつ

いて指導をしており、現在、協会において対応を
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セキュリティー

について 

を観光協会の WEBサイトが採用していないため、アク

セスしたユーザーのデバイスのセキュリティーレベル

の設定によっては、観光協会のWEBサイトを閲覧でき

ない。 

誰もが安心してアクセスできるように、市は補助事

業の実施状況の確認手続の一環で、指導すべきであ

る。 

進めているところです。 進めているところです。 

（意見） 地方自治法第 252条の 38第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（１）産業政策検討事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

1 産業政策課 景気動向調査

の調査件数に

ついて 

景気動向調査が施策検討に活かすことができる調

査結果になるように、直近の調査における回答数が

十分であるか、母集団の傾向を代表しているかを検

討することが必要である。そして検討の結果、回答数

が不足している場合には、これまでの回収率から発送

数を何件にすべきか検討する必要がある。 

必要な標本数の算出を行い、母集団の傾向を

より正確に把握する調査方法について、検討して

まいります。 

必要な標本数の算出を行い、母集団の傾向を

より正確に把握する調査方法について、検討して

まいります。 

2 産業政策課 景気動向調査

の調査票回収

率が目標未達

であることにつ

いて 

「世の中のトレンドに沿った的確な施策の推進を図

ることで市内商工業者の課題に対応した施策を実施

する」ことを進めるうえで、景気動向調査が重要な情

報であるにも関わらず、長期にわたり調査票の回収率

が目標に未達であるため、担当課は調査票の回収率

改善について八尾商工会議所と協議していく必要が

ある。 

調査票の回収率改善に取り組むため、八尾商

工会議所と WEB 調査の実施について協議を進め

ているところです。 

2024年第２・四半期（４～６月）の調査より、調査

票に QR コードを記載し、オンライン回答ができる

ように改めており、回収率の改善に努めているとこ

ろです。 

（２）産業立地誘導推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

3 産業政策課 八尾市ものづく

り集積促進奨励

金について 

企業活動が自由であることも踏まえたうえで、過去

に交付を受けた事業者について、交付期間後の一定

期間の活動状況を確認して、転出が多いようであれ

ば、事業者が転出しづらい制度設計の必要性がない

か、定期的に検討して、現行制度における支給要件

等の継続が問題ないか確認することが望まれる。 

制度設計を見直す必要性を検討するため、当

該奨励金交付後の活動状況を把握する方法につ

いて検討してまいります。 

制度設計を見直す必要性を検討するため、当

該奨励金交付後の活動状況を把握する方法につ

いて検討してまいります。 

（３）中小企業サポートセンター事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

4 産業政策課 インキュベーシ

ョン支援の在り

方について 

インキュベーション施設の利用率は全体として 50％

を超えたことはなく、特に共同利用室の８区画は、過

去５年間において、半数以上利用されていたことがな

い。 

インキュベートルーム退去後の利用者の活動状況

を把握してインキュベーション施設の設置による市へ

の貢献度がどれくらいあるのかを正確に把握すること

や、利用者の満足度や要望の調査方法を定型化、精

利用者満足度の把握や退去後の利用者の活

動状況を把握した上で、施設の在り方やその活用

方法について検討してまいります。 

利用者満足度の把握や退去後の利用者の活

動状況を把握した上で、施設の在り方やその活用

方法について検討してまいります。 
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緻化することにより得た情報に基づき支援策の見直

し、情報提供を強化する取り組みを進めても、恒常的

に利用率が低下している場合は、インキュベーション

施設の在り方やその活用方法について総合的に検討

することが望ましい。 

（４）オープンイノベーション推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

5 産業政策課 市が賃料負担

をする「みせる

ばやお」の施設

の立地について 

現在の立地に「みせるばやお」の施設があること

で、どれだけ地域のにぎわいを創出できたのか評価

する必要がある。その結果を踏まえて今後も現在地に

て運営する必要があるのか、一定期間ごとに検討す

る体制を整備するべきと考える。 

また、仮に十分に地域がにぎわっている場合であっ

ても、このままにぎわい創出のため市が賃借料を負担

し続ける必要があるか検討することは必要である。 

当該施設によりどれだけ地域のにぎわいを創出

できたのかを把握するため、評価の方法について

検討してまいります。 

当該施設によりどれだけ地域のにぎわいを創出

できたのかを把握するため、評価の方法について

検討してまいります。 

（６）地域企業振興事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

6 産業政策課 意欲ある事業

者経営・技術支

援補助金の支

出の効果につ

いて 

すべての事業者に対して意欲ある事業者経営・技

術支援補助金の支出の効果を評価する仕組みは設

けるべきである。 

特に、新製品の開発、新分野進出及び技術革新と

いったことに対する補助金が、補助事業者にとって効

果のあるものとなっているかについては、事業の性質

上、短期的な評価と長期的な評価に分けて確認をし

ていくべきである。 

補助事業実施前と比べて付加価値額が増加し

たかどうかを評価するため、令和６年度より、補助

金の交付を受けた事業者に報告を義務づけるよう

改めています。 

補助事業実施前と比べて付加価値額が増加し

たかどうかを評価するため、令和６年度より、補助

金の交付を受けた事業者に報告を義務づけるよう

改めています。 

（７）産業ブランディング事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

7 産業政策課 「On-Do（音頭）

ネット」の効果に

ついて 

「On-Do（音頭）ネット」を開始した約20年前と現在と

では、インターネット環境は大きく変化しており、ホー

ムページをはじめ各種SNSやBlogなど広告宣伝の方

法は多様化している。  

市内のお店の利用促進や、商業の活性化と質の高

い生活環境の充実、そして八尾の歴史・文化・自然・

生活への市民理解の深化といった「On-Doネット」の

目的に照らして、民間事業者の自社サイトや他の紹

介サイトでは得られない効果が「On-Doネット」にはあ

るのか、社会的環境の変化も踏まえて、測定・評価す

ることが必要な時期にあると考える。 

効果の測定・評価の方法について検討してまい

ります。 

登録事業者へのアンケートの実施、効果の測

定・評価を進めております。 
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（９）ワークサポートセンター管理運営事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

8 労働支援課 地域職業相談

室について 

市は、八尾市地域職業相談室を設置した時との社

会環境の変化を分析すると同時に、社会環境の変化

の弊害及びその変化に取り残された求職者にも目を

向けながら、ワークサポートセンターへの市民ニーズ

及び、設置の継続ができないこととなった場合の住民

サービスの低下を客観的に把握したうえで、現在の利

用状況だけではなく、設置時の社会環境や設置の必

要性、目的等に照らして、設置を継続する必要がある

のか、定期的に検討することが望まれる。 

社会環境の変化の分析と同時に、設置を継続

しないこととした場合の住民サービス低下の影響

も踏まえながら、設置を継続する必要性について

分析・検討してまいります。 

社会環境の変化の分析と同時に、設置を継続

しないこととした場合の住民サービス低下の影響

も踏まえながら、設置を継続する必要性について

分析・検討してまいります。 

（10）無料職業紹介事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

9 労働支援課 八尾市おしごと

ナビの在り方に

ついて 

増加傾向にある登録企業数や求人登録数に対して

求職者数が増加していない現状は、近年の労働力人

口の減少や完全失業者数の減少という社会環境に起

因している可能性があり、事業者の人材確保支援ツ

ールとして機能しているのか検証が必要と考える。ま

た、設置の経緯から特に女性の求職者にとって有用

なサイトとなっているのか検証が必要である。 

検証の結果、求人検索数及び就職者数が増加しな

いのであれば、在り方について検討するべきである。 

事業者の人材確保支援ツールとして機能してい

るか、また設置当初の目的である女性の求職者

にとって有用なサイトになっているかについて、こ

れまでの運用方法や実績を踏まえて検証と運用

の見直しを進めているところです。 

事業者の人材確保支援ツールとして機能してい

るか、また設置当初の目的である女性の求職者

にとって有用なサイトになっているかについて、こ

れまでの運用方法や実績を踏まえて検証と運用

の見直しを進めているところです。 

（11）ダイバーシティ経営推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

10 労働支援課 八尾市中小企

業勤労者福祉

サービスセンタ

ーについて 

将来的にセンターが自主運営できる組織となるよ

う、会員数の増加に努めていく必要がある。 

また、利用者ニーズの高いところにサービスを集中

することで、民間事業者との差別化を図るとともに、最

終的には自主運営できる事業計画が立てられるよう

に市は指導するなど、八尾市共済センターへの関与

の仕方を見直す必要があると考える。 

さらに、運営費補助との費用対効果等が見込めな

い場合は、八尾市共済センターの在り方を見直す必

要があると考える。 

利用者ニーズを踏まえたサービス提供を進める

ことで民間事業所との差別化を図るとともに、セン

ターが自主運営できる組織となるよう指導してまい

ります。 

利用者ニーズを踏まえたサービス提供を進める

ことで民間事業所との差別化を図るとともに、セン

ターが自主運営できる組織となるよう指導してまい

ります。 

（12）観光魅力創造事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

11 観光・文化財課 八尾市フィルム

コミッション事業

の事業計画に

ついて 

まずは「長期事業計画」または「長期ビジョン」で、10

年後もしくはさらに遠い未来にめざす姿をまとめて活

動指針としたうえで、この「長期事業計画」または「長

期ビジョン」を実現するために３年から５年程度で実施

すべきことを示す「中期事業計画」を定めることが望ま

当該事業は観光魅力創造事業における一つの

事業として、市の実施計画において位置付けや進

捗管理を行っておりますが、当該事業の方針や方

向性について、今後、検討してまいります。 

当該事業は観光魅力創造事業における一つの

事業として、市の実施計画において位置付けや進

捗管理を行っておりますが、当該事業の方針や方

向性について、今後、検討してまいります。 
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れる。 

12 観光・文化財課 共催イベントの

リスク管理につ

いて 

「共催」の場合「後援」と比べ、事故、法令違反等な

どがあった場合、市の責任が強く問われる。 

したがって、想定される事故・法令違反等の発生可

能性、発生した場合の市の責任の範囲を検討したうえ

で、共催の可否を決定すること、及び共催相手との責

任関係を明確にしておくことが必要である。 

今後の共催においては、後援名義申請と同様、

誓約事項を定めたうえで誓約書の提出を義務づ

け、責任範囲及び責任関係を明確にしたうえで行

ってまいります。 

令和６年度の共催において、後援名義申請と同

様の誓約事項を定めた誓約書の提出を義務づけ

て実施しました。 

また、今後の共催においては、共催相手との責

任範囲や責任関係を明確にしたうえで実施してま

いります。 

（13）八尾河内音頭まつり振興事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

13 観光・文化財課 八尾河内音頭

まつりの在り方

について 

八尾河内音頭まつりの運営資金となっている当事

業の補助金や委託費等実費に加えて、市職員の関与

にかかるコストも集計して、当事業の効果を分析する

必要がある。そして、補助金の規模や市職員の関与

度が、八尾河内音頭まつりの開催規模や運営方法に

大きく影響を及ぼすことを踏まえて、八尾河内音頭ま

つりの在り方自体を検討することが必要になると考え

る。 

まつりの開催に伴い発生している市のコストを

集計する方法や事業効果の分析方法について、

検討してまいります。 

まつりの開催に伴い発生している市のコストを

集計する方法や事業効果の分析方法について、

検討してまいります。 

14 観光・文化財課 八尾河内音頭

まつりの来場者

数の調査につ

いて 

八尾河内音頭まつりの来場者数は、実行委員会が

開催場所を決めるうえでの重要な指標の一つとなって

いるが、事務局である市において来場者数として集計

する対象や調査方法について文書化されたものがな

い。 

基本的調査方針を定め、そのなかで調査対象を明

確にし、各年度の調査方法は開催形式や会場に沿っ

て具体的に計画、調査を進める必要がある。また、基

本方針や実施計画、調査の実施状況は文書として残

す必要がある。 

来場者数の基本的調査方針について検討して

まいります。 

来場者数の基本的調査方針について検討して

まいります。 

（14）国内交流事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

15 観光・文化財課 事業評価の指

標が見直されて

いないことにつ

いて 

令和４年度から事業内容の見直しが行われ、イベ

ントの実施可能件数が減少しているため、事業評価

の指標をイベント実施件数とするのであれば、イベント

実施予定や実施可能性などを検討したうえで、指標の

計画値を設定すべきである。 

事業評価の指標について、適切なものとなるよ

う検討してまいります。 

事業評価の指標について、適切なものとなるよ

う検討してまいります。 

16 観光・文化財課 国内交流都市

の相互交流に

ついて 

国内交流都市と調整して、割引可能な特定施設の

範囲を拡大させることや、市のホームページの更新だ

けでなく広報誌等でも情報発信するなど、市民への効

果的な周知方法も検討するべきである。 

市民が利用できる国内交流都市からのサービ

ス提案などを積極的に活用するため、周知方法の

検討を行い、また、本市の魅力についても国内交

流都市において周知されるよう取り組みを検討し

てまいります。 

市民が利用できる国内交流都市からのサービ

ス提案などを積極的に活用するため、周知方法の

検討を行い、また、本市の魅力についても国内交

流都市において周知されるよう取り組みを検討し

てまいります。 

17 観光・文化財課 国内交流事業

の取組状況、効

果に係る現状

国内交流事業の効果を測り、個別の事業内容を見

直すための実態調査が必要である。また、実態調査

では国内交流の活動実態の把握にも努め、市民同士

実態調査の方法について検討してまいります。 実態調査の方法について検討してまいります。 
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把握について で国内交流をしている実績があれば、市のホームペ

ージで紹介し、市民の行動意欲を刺激することが望ま

れる。 

18 観光・文化財課 国内交流事業

の継続について 

国内交流事業の現状把握を行ったうえで、「国内交

流」とは何を意味し、何を目的に国内交流事業を実施

するのか、国内交流事業そのものを継続の要否や、

他の観光関連事業との一体での事業展開といったこ

とについて検討すべきと考える。 

現状把握を行ったうえで、事業継続の要否等に

ついて検討してまいります。 

現状把握を行ったうえで、事業継続の要否等に

ついて検討してまいります。 

19 観光・文化財課 事業評価の指

標がアウトプット

のみであること

について 

事業活動の成果である「アウトプット」のみを事業評

価の指標とはせずに、成果物によってもたらされる効

果・効用である「アウトカム」も事業評価の指標に含め

るべきである。 

事業評価の指標においてアウトカム指標の設

定が可能であるかの検討を進めているところで

す。 

事業評価の指標においてアウトカム指標の設

定が可能であるかの検討を進めているところで

す。 

（15）観光活動支援育成事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

20 観光・文化財課 事業評価の指

標に係る実績

値の根拠につ

いて 

事業評価の指標である満足度調査の結果について

は、集計値のみ入手して完了するのではなく、その根

拠としてのアンケートの項目やアンケートの収集範

囲、集計結果のデータを把握し、信頼できるものか検

討したうえで採用すべきである。 

満足度調査の結果について、根拠資料の徴取

など、適切な把握に取り組んでまいります。 

満足度調査の結果について、根拠資料の徴取

など、適切な把握に取り組んでまいります。 

（16）観光振興の計画について 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R6.7.20までの取組等の内容と改善の方針 R7.1.20までの取組等の内容と改善の方針 

21 観光・文化財課 観光振興の計

画策定について 

新型コロナウイルス感染症の流行の前後で、人の

流れや観光に求めるものが変わった可能性もある

が、そのような環境変化があるときこそ、観光関連の

事業を進め、実行戦略を策定するうえで拠り所となる

観光振興計画を策定し、環境変化に合わせて計画を

見直しながら、毎年の実施計画を定めていくことが望

まれる。 

新型コロナウイルス感染症の流行前後におい

て、観光を取り巻く環境に大きな変化があった中

で、今後の社会情勢等を注視しつつ、あらためて

観光振興計画策定の必要性を検討してまいりま

す。 

新型コロナウイルス感染症の流行前後におい

て、観光を取り巻く環境に大きな変化があった中

で、今後の社会情勢等を注視しつつ、あらためて

観光振興計画策定の必要性を検討してまいりま

す。 

 


